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令和６年度 第１回 新潟市総合計画２０３０推進本部会議（書面開催） 

【開催概要】 

日 時：令和６年７月９日（火）書面開催 

対象者：本部長（市長）・副本部長（副市長等）・本部員（部区長等） 

【会議概要】 

■ 議 事 

議事１ 新潟市総合計画２０３０の進捗状況について 

○「資料１ 新潟市の人口の現状について」では、本市の人口の現状について情報共有する。 

○1p、令和 5 年 10 月 1 日時点の推計人口は 772,388 人で、1 年で 6,329 人減少した。減少のうち 9 割

は自然動態によるものである。自然動態は減少幅が拡大、社会動態は減少幅が縮小した。 

○自然動態は、死亡数が 10,000 人を上回る一方で、出生数はその半分以下となっている。 

○2p、2023 年の合計特殊出生率は、全国は 1.20、県は 1.23 といずれも過去最低だった。新潟市の数

字は 10 月頃に公表される予定だがこちらも下がる見込みである。 

○3p、社会動態は、県内からは転入超過、県外へは転出超過という傾向が継続している。 

○地域ブロック別の内訳では、コロナ禍の終息とともに東京圏への転出超過が前年から拡大している。

一方、「その他」からの転入超過が拡大した。主に留学生など国外からの転入が寄与している。 

○4p、年齢別・理由別の内訳では、就職する年齢層の「20～24 歳の職業を理由とした県外への転出超

過数」が依然として多い状況である。 

○なお、令和５年２月からオンラインで転出届を出せるようになった影響で、これまでのような転出

理由の把握が難しくなった。新潟県の方で代替策を検討しているため、その状況を注視していく。 

 

○「資料２ 新潟市総合計画２０３０有識者会議について」では、会議体制の変更について説明する。 

○1p、本市では総合計画（重点戦略部分）を「地方版総合戦略」として位置付けている。総合戦略は、

産業界をはじめとする各分野の方から参画をいただきながら推進することが重要とされている。 

○令和 6 年度から有識者会議の体制を見直し、「新潟市総合計画２０３０有識者会議」として、重点

戦略を「都心の活力向上」と「住民福祉の向上」に分け、２つの部会で会議を開催することにした。 

○2p、委員構成は記載のとおり。有識者会議では、主に総合指標や重点戦略の進捗状況を報告し、各分

野の有識者からは最新の知見や今後の取組への助言などご意見をいただく。 

 

○「資料３ 新潟市総合計画２０３０ 令和５年度進捗状況について」では、有識者会議で説明する

資料を共有する。総合計画のうち総合指標及び重点戦略の進捗状況をまとめた資料になっている。 
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○6p、「目標設定の考え方」として、総合計画では現状の延長線上よりもう一段上を目指した高い目標

を設定している。目標に対する評価方法としては、毎年度の進捗状況を評価するための参考目標値

として「目安ライン」を設定し、資料下段記載の評価基準でＡ～Ｃ評価を行う。 

○7p、「総合指標の進捗状況」として、最上位の総合指標として４つの指標を設定しており、Ａ評価

（順調）が２つ、Ｂ評価（概ね順調）が１つ、Ｃ評価（低調）が１つという評価になった。 

○8p、「社会動態」は、Ａ評価となった。全体としての転出超過は縮小したが、２０～２４歳の職業を

理由とした転出超過が課題であることから、魅力的な雇用の創出に取り組むほか、都市機能の充実

や拠点性の向上にも取り組む。 

○9p、「合計特殊出生率」は、Ｃ評価となった。数値としては、新潟県や全国平均とほぼ同じだったが、

出生数は初めて 5,000 人を割り込んだ。コロナ禍で婚姻数が減少しており、それが出生数の減少ひ

いては合計特殊出生率の低下につながったと考えられる。引き続き、精神的・経済的負担の軽減や、

若い世代を含めた市民所得の向上に取り組む。 

○10p、「新潟市に住み続けたい市民の割合」は、Ａ評価となった。今後は、住み続けたくないと答え

た理由を意識して、若い世代に魅力的な雇用の創出や地域公共交通の確保の取組を進めていくこと

が重要である。 

○11p、「将来世代のことも大切にした持続可能なまちづくりが進んでいると思う市民の割合」は、Ｂ

評価となった。否定的回答理由では行財政面で進んでいないという回答が増えているため、行財政

改革を進めるとともに、市民の皆様に本市の持続可能なまちづくりに向けた考え方を丁寧に説明す

ることが重要と考えられる。 

○15p 以降は、重点戦略ごとに、主な取組と実績、課題と今後の展開を整理している。 

 

議事２ 令和７年度予算編成について 

○次第下段に記載のとおり、先月下旬に庁内掲示板で令和７年度予算編成に向けた区長提案事業や重

点事業提案を依頼したので、検討をお願いする。 

○能登半島地震への対応が重なり、各部区ともに大変な状況であることは重々承知しているが、人口

減少は待ったなしで進んでいくため、引き続き協力をお願いしたい。 

 

■ 本部長指示（中原市長） 

○新潟市総合計画２０３０（二―ゼロサンゼロ）がスタートして、２年目を迎えた。 

○成果指標の達成に向けて、各部署で取り組んできたと思うが、それぞれデータに基づいた要因分析

を行い、課題や今後の展開について、しっかりと説明できるように準備をお願いしたい。 

○また、令和７年度予算編成がこれから始まる。各部署では能登半島地震からの復旧・復興に尽力い
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ただいているところであるが、新潟市が持続的に発展していくためには、人口減少対策も並行して

進めていかなくてはならない。 

○今年４月には「消滅可能性自治体」のリストが公表され、人口減少に対する不安感が、全国的にも高

まっていると感じる。 

○そのような中で、我々のミッションは、人口減少時代においても安心して暮らせる新潟市を築き、

それを将来世代に引き継いでいくことである。 

○人口減少は、子育て施策や雇用施策を頑張れば解決するというものではなく、全ての部署に関わる

話である。それぞれの部署で、人口減少を和らげ、適応するために何ができるかを考え、新年度予

算に向けた施策立案をお願いする。 

○将来にわたって心豊かに暮らせる新潟市の実現に向けて、全庁一丸となって頑張っていこう。 

以上 


